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Ⅰ 総合農協の概要 

１ 組織の状況 
 

（1） 総合農協数 

    昭和 36 年に農業協同組合合併助成法が施行されて以来、合併が推進された結果、昭和 35年度

末に164あった総合農協は平成27年度末に13に減少し、平成28年度末現在で増減はない。（表１） 

 

 

 

 

 

 
（注）全国の農協数は農水省「平成 28 年度農業協同組合等現在数統計」による。 

      全国の農協数には、総合農協の数に信用事業を行う専門農協の数を含める。（表２は含めない。） 
 

（2） 正組合員戸数規模別農協数 

    本県は 1,000 戸以上 5,000 戸未満の農協の割合が全国数値を上回っている。（表 2） 

 

 
      (注) （  ）内は構成比％ 

     ※全国の農協数は農水省「平成 27 事業年度総合農協統計表」による平成 27 年事業度末の数値 

 

（3） 組合員数 

    平成 28 事業年度末時点の組合員数は 356,591 人（対前年度比 102.0％）となった。このうち

正組合員数（個人）は 67,368 人（対前年度比 99.4％）、准組合員数（個人）は 287,082 人 

（対前年度比 102.7％）となっている。また、組合員全体に占める正組合員の割合は 18.9％で、

前年度に比べ 0.5%減少となった。（表 3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※全国平均構成比は農水省「平成 27 事業年度総合農協統計表」による平成 27 事業年度末の数値 
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（4） 役員・職員 

    平成 28事業年度の役員数は 471 人で、前年度に比べ増減なしとなった。 

    職員数は 6,496 人で、前年度に比べ 58 人増加となった。（表 4） 

    なお、担当業務別の職員数は、信用事業担当職員が 2,649 人で最も多く、全体の 40.8％を占め

ている。（表 5） 

    

   
 

  

（注）「実務精通者」とは、組合の業務を的確、公正かつ効率的に遂行できる知識及び経験を有し、かつ、十分な

社会的信用を有する者をいう。 

 

         
 

     
    ※ 全国平均構成比は農水省「平成 27 事業年度総合農協統計表」による平成 27 事業年度末の数値 
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２ 財務の状況 
 

（1） 資産・負債・資本 

    平成 28 事業年度の資産の合計は 6兆 9,574 億 20 百万円で、前年度に比べ 1,288 億 28 百万 

円（1.9％）の増加となり、負債の合計は 6兆 5,140 億 20 百万円で、前年度に比べ 1,248 億 5 百 

万円（2.0％）の増加となった。 

    また、資本の合計は 4,434 億円で、前年度に比べ 40 億 24 百万円（0.9％）の増加となり、う

ち当期未処分剰余金は 195 億 35 百万円で、前年度に比べ 12億 45 百万円（6.0％）の減少となっ

た。（表 6） 
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（2） 自己資本 

  ア 自己資本比率 

     平成 28事業年度の自己資本比率は、県内のすべての農協が農協法第 94 条の 2による行政庁

の監督上の命令の発動基準である 4％を上回り、県下平均 16.26％となっている。 

 

  イ 自己資本の基準 

農協協同組合法施行令第 3 条の 2 に規定する自己資本の基準は、政令の基準（自己資本 

／固定資産＋外部出資）が 100％以上でなければならないとされているもので、県下平均 

で 489.6％となっている。（表 7） 

 

 

 
 ※１ 固定資産取得等借入金の残額（農業協同組合法施行規則第 201 条第 2項） 

    ※２ 農業協同組合連合会、農林中央金庫及び農業信用基金協会に対する払込み済出資 
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３ 損益の状況 
（1） 全体の損益 
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ア 事業総利益 

平成 28 事業年度の事業総利益は 756 億 85 百万円で、前年度に比べ 16百万円減少となっ

た。このうち信用事業総利益は 531 億円、共済事業総利益は 184 億 71 百万円、購買事業総

利益は 31億 9百万円となっている。（表 8） 

 

  イ 事業管理費 

平成 28事業年度の事業管理費は654億 19百万円で、前年度に比べ 7億 13百万円（1.1％）

の増加となった。うち人件費が 482 億 57 百万円で、前年度に比べ 10億 47 百万円（2.2％）

の増加となった。（表 8） 

 

  ウ 剰余金等 

平成 28 事業年度の経常利益は 145 億 92 百万円で、前年度に比べ 21 億 2 百万円（12.6％）

の減少となった。また、当期剰余金は 109 億 17 百万円で、前年度に比べ 16億 43 百万円（13.

0％）の減少となった。（表 8） 

 

（2） 部門別損益 

平成 28 事業年度の信用事業総利益は事業総利益の 70.2％で、共済事業総利益は事業総利益 

の 24.4％であり、この 2つで全体の 94.6％を占めた。（表 9） 

 

 
 
※ 全国平均構成比は農水省「平成 27 事業年度総合農協統計表」による平成 27 事業年度末の数値 
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４ 事業の状況 
 

（1） 指導事業 

       平成 28事業年度の営農指導員(組合員の農業技術及び農業経営について指導を行う)は 202人

で、前年度に比べ 7人増加となった。（表 10） 

 

 

    ※ 全国平均は農水省「平成 27 事業年度総合農協統計表」による平成 27 事業年度末の数値 

 

 

     <参考>  

 
 

 ※ １人で二つ以上の業務を担当している場合、それぞれの業務で１人と数えているため、表 10 の合計値と 

  本表の合計値が一致しない場合がある。 

 ※ 全国平均は農水省「平成 27 事業年度総合農協統計表」による平成 27 事業年度末時点の数値 
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（2） 信用事業 

  ア 主な信用事業資産 

平成 28 事業年度の信用事業資産総額は 6兆 6,103 億 85 百万円で、前年度に比べ 561 億 4

1 百万円（0.9％）の増加となった。うち預金は 4兆 3,107 億 69 百万円（系統利用率は 99.

6％）で前年度に比べ 1,981 億 23 百万円（5.2％）の増加、貸出金は 1兆 9,579 億 72 百万円

で前年度に比べ 236 億 78 百万円（1.2％）の増加となった。また、金銭信託・有価証券は 3,

901 億 86 百万円で前年度に比べ 72億 28 百万円（1.8％）の減少となった。（表 11） 

 

 

     

  イ 主な信用事業負債 

     平成 28事業年度の信用事業負債総額は 6兆 4,665 億 5百万円で、前年度に比べ 1,241 億 

82 百万円（2.0％）の増加となった。うち貯金は 6兆 4,291 億 65 百万円で、前年度に比べ 1,

127 億 54 百万円（1.8％）の増加、借入金は 102 億 72 百万円で前年度に比べ 99億 82 百万円

（3542.1％）の増加となった。（表 12） 

 

 

  ウ 貯金の状況 

     平成28事業年度の種類別貯金残高のうち、最も多い定期性貯金は4兆 2,908億 82百万円で、

前年度に比べ 289 億 15 百万円（0.7％）の減少となった。（表 13） 
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  エ 貸出金の状況 

     平成 28事業年度の貸出金総額は 1兆 8,865 億 20 百万円で、前年度に比べ 1,059 億 76 百万

円（5.3％）の減少となった。貯貸率は前年度を 2.2 ポイント下回る 29.3％となった。（表 14） 

 

 

※ 全国平均貯貸率は農水省「平成 27 事業年度総合農協統計表」から算出した。 
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  オ 金銭信託・有価証券の状況 

平成 28 事業年度の金銭信託・有価証券の年度末残高は 3,954 億 41 百万円で、前年度に 

比べ 48 億 66 百万円（1.2％）の増加となった。貯証率は前年度を 0.2 ポイント上回る 

6.4％となった。（表 15） 

 

 

     （注）全国平均貯証率は農水省「平成 27 事業年度総合農協統計表」から算出した。 

 

  カ 損益の状況 

平成 28 事業年度の信用事業収益は 639 億 3 百万円で、前年度に比べ 23億 53 百万円(3.6％)

の減少、信用事業費用は 108 億 3 百万円で、前年度に比べ 12 億 36 百万円（10.3％）の減少と

なった。信用事業総利益は 531 億円で、前年度に比べ 11 億 16 百万円（2.1％）の減少となっ

た。（表 8） 
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（3） 購買事業 

  ア 購買品供給・取扱高 

     平成 28事業年度の購買品供給・取扱高は 213 億 44 百万円で、前年度に比べ 51億 49 百万円

（19.4％）の減少となった。その内訳は、生産資材が 122 億 91 百万円で前年度に比べ 19億 8

2 百万円（13.9％）の減少、生活物資が 90億 53 百万円で前年度に比べ 31 億 67 百万円（25.9％）

の減少であった。（表 16） 

     

 

 

  イ 損益の状況 

     平成 28事業年度の購買事業総利益は 30億 9百万円で、前年度に比べ 4億 35百万円（12.6％）

の減少となった。（表 17） 
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（4） 販売事業 

  ア 販売品取扱高 

     平成 28事業年度の販売品取扱高は 324億 51百万円で、前年度に比べ 15億 22 百万円（4.9％）

の増加となった。その内訳は、農産物が 277 億 40 百万円で前年度に比べ 16億 7 百万円（6.1％）

の増加、畜産物が 47 億 11 百万円で前年度に比べ 76 百万円（1.6％）の減少となった。 

（表 18） 

 

  イ 損益の状況 

     平成 28事業年度の販売事業総利益は 17億 64 百万円で、前年度に比べ 64 百万円（3.8％）の

増加となった。（表 19） 

 

 
＜この要覧に関するお問い合わせ先＞ 

環境農政局農政部農政課 

団体指導グループ  電話 045－210-4433 


